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モバイル市場の競争環境に関する研究会（第１４回） 

ＩＣＴサービス安心・安全研究会 

消費者保護ルールの検証に関するＷＧ（第１２回） 

 

１ 日時 令和元年６月１１日（木） １４：００～１６：００ 

２ 場所 総務省第一特別会議室（合同庁舎２号館８階） 

３ 出席者 

 ○構成員 

  新美座長・主査、相田座長代理、石田構成員、市川構成員、大谷構成員、北構成員、

木村構成員、黒坂構成員、近藤構成員、関口構成員、長田構成員、西村（暢）構成員、

西村（真）構成員、森構成員、横田構成員 

 

 ○オブザーバ 

塚田公正取引委員会事務総局経済取引局調整課課長、内藤消費者庁消費者政策課長 

 

 ○総務省 

谷脇総合通信基盤局長、秋本電気通信事業部長、竹村総合通信基盤局総務課長、山碕

事業政策課長、大村料金サービス課長、梅村消費者行政第一課長、廣瀬事業政策課企

画官、佐伯事業政策課企画官、大内事業政策課調査官、大塚料金サービス課企画官、

中田消費者行政第一課企画官、仲田料金サービス課課長補佐、牧野消費者行政第一課

課長補佐、東消費者行政第一課消費者行政調整官 

 

【新美座長】  皆様、こんにちは。ただいまから、モバイル市場の競争環境に関する研

究会（第１４回）及びＩＣＴサービス安心・安全研究会、消費者保護ルールの検証に関す

るワーキンググループ（第１２回）の合同会合を開催いたします。 

 本日は、お忙しいところお集まりいただきましてありがとうございます。 

 なお、本日の合同会議は非公開にて実施したいと思いますので、よろしくお願いします。 

 まずは、本日の配付資料について、事務局から説明をいただきたいと存じます。よろし

くお願いします。 

【仲田料金サービス課課長補佐】  まず、先日開催されましたヒアリングでのご意見を



 -2- 

事務局にて取りまとめ、資料１、モバイル市場の競争促進関係及び資料２、利用者利益の

保護関係として配付しております。また、ヒアリング後に構成員の方からいただいた追加

質問事項に対する各者からの回答を、資料３、モバイル市場の競争促進関係として配付し

ておりますが、利用者利益の保護の関係につきましては、構成員の方からの追加質問事項

がございませんでしたので、資料も配付しておりません。 

 なお、これら資料に加えて、構成員の皆様には、先日のヒアリングの際の各者説明資料

も配付しております。 

 また、本日配付しております資料４につきましては、会議終了後に事務局にて回収させ

ていただきますので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

【新美座長】  ありがとうございます。 

 それでは、議事に入りたいと存じます。本日は、これまで２回開催いたしました合同会

合での議論を踏まえまして、総務省より検討の方向性の案をご説明いただいた上で討議に

入りたいと存じます。 

 まずは、資料４に基づいてご説明をよろしくお願いいたします。 

【大村料金サービス課長】  それでは、資料４に基づきまして、モバイル市場の競争促

進に向けた制度整備の関係についてご説明させていただきます。 

 表紙をおめくりいただきますと、目次がございます。全体として、１番、制度整備の基

本的な考え方をまとめた上で、２番目、対象となる移動電気通信役務の指定、３番目、対

象となる電気通信事業者の指定、４番目、通信料金と端末代金の完全分離に関する措置、

５番目、行き過ぎた期間拘束の是正に関する措置、最後に、その他の事項という順番でま

とめております。 

 ３ページをご覧ください。制度整備の基本的考え方です。 

 まず、今回の制度整備ですが、改正法の理念に則り、利用者が適切かつ容易に事業者や

サービスを選択できるようにすることによって、事業者間の公正な競争を促進することを

目指しているものです。この理念のもと、対象となる事業者については、限定的な範囲で

除外することとしたいと考えております。 

 また、省令で規定することとしております端末代金の値引き等の利益の提供ですが、１

番目のポツにございますように、法律で一律禁止されている端末販売等に際する通信料金

の割引、この潜脱が生じることがないようにするために、通信契約の継続を条件とするも

のについては一律禁止することを考えております。一方で、そうした条件がない端末販売
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等における端末代金の割引につきましては、何らかのルールがないと、引き続き現在行わ

れているような過度な値引き等が行われ、通信料金における競争の促進、また、端末代金

の負担の適正化のいずれも進まないおそれがあることから、両市場での競争がより働くよ

うにするため、２年を目途にそのようなモデルを事実上根絶することを目指して、当面端

末の値引きを厳しく制限し、一定の上限を定めたいと考えてございます。 

 ここにつきましては、次の４ページ左側をご覧ください。現状、通信料金側で財務余力

があり、その通信料金を原資とした値引きが非常に大きく行われております。その結果、

端末の実売価格が非常に低くなっているというのが現状です。通信料金の割引を法律で一

律禁止すること等によりまして、一定の通信料金の引き下げ圧力が加わることになります

が、今の部分について、すなわち通信契約の継続利用を条件としない端末代金の値引き等

について何らの規制をしない場合には、引き続き通信事業者が端末を大幅に値引いて利用

者を誘引するようなビジネスモデルが継続してしまうことが懸念されます。その結果、通

信料金側の競争が不十分なため、引下げ圧力が限定的であり、また、端末の方についても、

引き続き端末の大幅値引きによって利用者を誘引することにより、端末の定価が高止まり

するおそれがあるのではないかと考えております。この構造を変え、通信市場と端末市場

の競争を促進していくために、通信料金を原資とした値引きを厳しく制限することによっ

て、通信料金側で端末の安さによる誘引ができないようにし、結果として通信料金による

競争が促進され、通信料金のさらなる引下げ圧力が加わるのではないか、また、端末の方

についても、端末の大幅値引きが困難になるため、価格の上昇による販売減を避けるため

に端末の定価自体の引下げが進展するのではないかということを期待しているものです。 

 お戻りいただきまして、３ページです。上から４番目の四角、行き過ぎた囲い込みです

が、こちらにつきましては、現在のモバイル市場で行われているような不当な縛りのよう

なものを禁止することを考えております。 

 以上の措置を講じるわけですが、この改正法に基づく措置はモバイル市場の変革を促す

ものであり、また、モバイル市場自体もさまざまな要因によって変化し続けていますので、

施行後も毎年度そのような効果・影響について評価・検証を行い、結果として所要の目的

を達成したと認められるときには、規律の見直しなどの所要の措置を講ずることを考えて

いるものです。 

 ５ページは、今回検討を要する事項をまとめたものです。 

 ６ページをご覧ください。対象となる移動電気通信役務の指定です。こちらにつきまし
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ては、対象となる役務として、携帯電話サービスと全国ＢＷＡサービスを指定することと

したいと考えております。しかし、この中でも、※にありますように、法人に対して相対

で提供するような役務、卸電気通信役務、通信モジュール向けのサービス、また、固定し

て使用されるモバイルルータについては、現在我々が考えている競争市場でのサービスで

はないという理由で、電気通信事業者間の適正な競争関係を確保する必要があるものに当

たらないのではないかという考えから除外したいと考えております。 

 これをイメージにしたものが７ページです。スマートフォン向けサービス、フィーチャ

ーフォン向けサービス、タブレット向けサービスなどが対象となり、モバイルルータ向け

サービスは、特定地点以外での利用を制限して提供されるサービスは除外します。また、

通信モジュール向けサービスなどは、今回の規律の対象外としたいと考えています。 

 続きまして、８ページをご覧ください。規律の対象となる電気通信事業者の指定です。

規律の対象として、ＭＮＯについては、全てのＭＮＯを対象とすることとしたいと考えて

おります。また、ＭＮＯの特定関係法人、この特定関係法人というのは、親会社、子会社、

兄弟会社、３分の１超の議決権を保有している法人など、実質的な支配関係のある関連会

社などを電気通信事業法で規定しているものですが、このＭＮＯの特定関係法人について

は、潜脱防止という観点から全て対象にしたいと考えております。ＭＮＯの特定関係法人

以外のＭＶＮＯについては、利用者数の割合が一定の割合を超えるものを対象とするとい

うこととされておりますけれども、この割合として、０.７％を超えるものとしたいと考え

ております。この０.７％の考え方は、図の真ん中にありますように、利用者の数が１００

万相当を超える事業者は競争への影響が一定程度あるのではないかと考えて、この数字と

したいと考えているものでございます。そのほか、計算方法や指定の手続などを省令で定

めることを考えております。 

 続きまして、９ページをご覧ください。通信料金と端末代金の完全分離に関する措置の

総論です。 

 まず、端末を販売する際の通信料金を、端末を販売しない場合よりも有利にすることを

禁止する、すなわちセット販売の際の通信料金の割引を一律禁止するというのが法律の規

定です。一方で、通信役務の利用者に対する端末販売等に際しての一定の利益の提供、す

なわちセット販売での端末側の値引きなどの利益の提供については、総務省令で規定する

範囲のものを禁止することになっております。 

 この総務省令で規定することとしている端末の代金の値引きなどの利益の提供について、
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基本的な考え方にもありましたが、まず、①通信役務の継続利用と端末購入等を条件とし

て行う利益の提供については、法の通信料金の割引の一律禁止の潜脱防止という観点から、

一律禁止をしたいと考えているものです。一方で、②継続利用を条件としない通信役務の

利用、端末の購入等を条件として行う利益の提供につきましては、上限として、額で税抜

２万円を超えるものを禁止したいと考えております。また、当該機種の先行同型機種があ

る場合には、その下取り価格を下回ることも不可としてはどうかと考えています。この②

については、例外として廉価端末、新規契約の受付が終了した通信方式のサービス利用者

の移行のための端末、また、在庫端末については、それぞれ一定の例外を設けてはどうか

と考えているものです。これが全体のフレームです。 

 次に、１０ページをご覧ください。細かい話になりますが、通信役務の継続利用を条件

とすることがどういうことなのかについてですが、これは継続的な利用を求めて端末代金

の値引き等を行うことでして、具体例①にありますように、セット販売をする際に値引き

を行い、その値引きについて、通信契約を一定期間内に解約した場合に返還を求める、と

いうように直接的に通信契約の継続を求めることのみならず、具体例②にありますように、

通信契約と端末のセット販売の際に、そのセット販売する通信契約が２年契約の場合だけ

端末代金の値引きをするという形で、実質的にそのような求めをすることも含むものです。

これらの具体例①、②のようなものについては、先ほどご覧いただきましたように、通信

役務の継続利用と端末の購入等を条件とするものですので、一律端末の値引き等を禁止す

るという対象となるものです。これについては、上の四角の２番目ですけれども、通信役

務の継続利用ではない単なる利用を条件とするものについても同様の考え方になるものと

考えています。具体例③にありますように、端末を購入した場合に一定の値引きをすると

いう、それだけしか条件になっていないように見えたとしても、その端末を購入すること

が通信契約とセットでしか行えない、端末は通信契約とセットでしか販売していないとい

うときについては、セット販売である、すなわち通信役務の利用を条件としているもので

あると考えられますので、先ほどの規律で言いますと、この通信契約、拘束なしの契約あ

る場合には２万円の上限に該当し、それを超えることはできないことになるものと考えて

おります。 

 逆に、１１ページはそのような「条件とする」に含まれないものです。どういうものが

「条件とする」に含まれないのか、これはそれほど複雑なものではないのですが、セット

販売の際ですので、①の左下の例のところをご覧いただいて、全ての利用者に対して同額
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の利益の提供をする場合、すなわち、端末を購入しない利用者に対しても同額の利益の提

供をする場合については、「端末の購入等を条件にする」に当たらないということになりま

す。その逆側が②です。右側の下の例をご覧いただければと思います。端末購入者全員に

同額の端末の値引き、ここでは５,０００円としておりますが、この値引きを行う場合に、

それが通信役務の利用者であっても、利用者でなくても、同一の５,０００円という値引き

をするということであれば、そのような場合については、「通信役務の利用を条件にする」

に当たらないことになり、今回の規律の対象にはならないということです。 

 ここまでは、「条件とする」に当たるか、当たらないかという話なのですが、その中で、

例外的に潜脱行為として行われるおそれがあるのではないかというのが、真ん中の、①の

赤色の枠で書いているところです。ＭＮＰ、また、新規契約をした利用者に対してのみ利

益の提供をする、ここでは同額のポイントを付与するとしていますが、このような場合に

ついては、ＭＮＰですと、現在の市場では、結果として端末購入をあわせて行う方が非常

に多いということで、潜脱的に行われるおそれがあるのではないかという考え方から、現

行のガイドラインでも、ＭＮＰだけを条件にして利益の提供をする場合であっても、結果

として端末を購入した者に対してそれが行われる場合については、例外的に規律の対象と

しているものです。こちらについては、新しい今回の改正法を受けた規律においても例外

的に規律の対象としてはどうかと考えているものです。一方、このようなＭＮＰ、新規契

約をした利用者に対して利益の提供をする場合に、結果として端末を購入しなかった方に

対する利益の提供ですけれども、こちらは現行のガイドラインでは対象としていないもの

ですが、前回のヒアリングの中で、一部の事業者の方から抜け道となるのではないか、こ

こも規律した方がいいのではないかという問題提起があったところです。そのような問題

提起があったものでので、私どもとしても、結果として端末を購入しなかった場合につい

ても、例外的に規律するかどうかということを検討したいと考えているものです。 

 １２ページをご覧ください。禁止される利益の提供の形態ですけれども、こちらについ

ては、経済上の利益が提供されるのであれば、その形態によって規律を異ならせることは

考えられないということで、全ての形態を対象にしたいと考えております。①から④まで

挙げたもの、そのほかのものもあるかもしれないですけれども、このようなものについて

は全て対象と考えております。 

 １３ページをご覧ください。通信役務の継続利用を条件としないものの上限で、２万円

です。この２万円の考え方ですが、基本的考え方でご説明させていただきましたように、
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通信・端末両方の市場での競争が有効に機能するように、当面この上限は厳しいものとす

べきと考えております。基本的な考え方として、前回のＮＴＴドコモさんからのご発表に

あったように、赤字になってまで利益の提供をすることは考えられないのではないかとい

う考え方に基づきまして、各社のＡＲＰＵに利益率を掛けたもの、その２つに、さらにス

マートフォンの平均利用期間を掛けたもの、スマートフォンの平均利用期間につきまして

は、下にございますように、各社に個別に確認の上で、平均をとって３４ヶ月で計算して

おりますが、それらを掛け算すると、おおよそ３万円になるということです。この３万円

をもとに考える訳ですけれども、今代入した数字は、現在の市場におけるＡＲＰＵ・営業

利益率、また、平均利用期間であるということで、今後の市場を考えますと、一定の競争

が進展することによってＡＲＰＵ・営業利益率などは低下していくことが見込まれるとこ

ろです。また、先ほどありましたように、各市場での競争を促進するという政策的な考え

方も含めまして、この式で計算しました３万円という値引きの上限額を一段階厳しくする

ことが必要なのではないか、そうすることが望ましいのではないかと考えまして、２万円

と設定させていただきたいというものです。 

 １４ページです。この上限について、事業者と代理店がそれぞれ利益の提供を行う場合

につきましては、両者の合計額が上限を上回ってはならないということにしたいと考えて

おります。この運用につきましては、左下にありますように、事業者には代理店がこの義

務に従うよう指導する義務というものを、省令上指導等措置義務として規定したいと考え

ております。その義務の履行として具体的な措置として考えられる方法としては、１番目

に、一般的な管理体制の構築などの指導を徹底すること、２番目に、個別の事案について

は、自分がどれだけの利益の提供をしたのか、その額を代理店に通知すること、そのよう

な運用が考えられるのではないかと考えているところです。 

 １５ページです。こちらにつきましては、概要の総論のペーパーにありましたように、

廉価端末、通信方式の変更に対応するための端末、在庫端末について、それぞれ一定の例

外を設けたいと考えているところです。 

 １６ページをご覧ください。将来時点でしか金額が確定しない利益を提供する場合の扱

いです。これは、典型的には端末買換えプログラムです。例でご覧いただくのがわかりや

すいかと思いますので、図でご説明させていただきます。現在、例えば１２万円の端末を

３６回の分割で購入し、それについて２４回支払い後、２年後にその端末を返還してもら

えるのであれば、その後の残債を免除するとすると、４万円を支払わなくてよいことにな
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ります。そうなった場合の利益の提供の額ですけれども、支払わなくてよいことになった

４万円ではなく、端末を返還することになっていますので、その端末の市場価格を引いた

もの、市場価格をＸ円としますと、４万円マイナスＸ円が利益の額になります。この４万

円マイナスＸ円が、先ほどご覧いただきました許容される利益の上限額を上回ってはいけ

ないということになるものですが、このＸ円という額は２年後の価格になりますので、利

益を提供する段階で確定していないことになります。２年後にその見込みが違っていた場

合に、さかのぼって規律に違反したことになってしまうのではないか、そういうリスクが

あるのではないかということで、あらかじめ利益の提供の額を確定することができるよう

な仕組みを考えなければいけないのではないかと考えているのが、このページです。具体

的には、上の枠にありますように、予見される下取りの市場価格について合理的な見込み

がある場合には、事前に確定することができることとしたいと思っております。ただ、２

年後の市場価格について合理的な見込みが十分立つかというと、必ずしも十分にそれが合

理的であるかどうかというのは判断し切れないということがあると思いますので、こちら

については、右下にありますように、その見込みについて事業者によって公表していただ

き、また、利用者にきちんと説明をしていただくという透明性の確保及び事後的な確認に

よって精度を高めていくという運用ができないかと考えているものです。 

 １７ページをご覧ください。行き過ぎた期間拘束の是正に関する措置の全体像です。こ

ちらについては、不当な期間拘束について、総務省令で定めることにしております。その

基準ですが、方向性のところにありますように、契約期間の上限として２年、違約金の額

の上限として１,０００円、期間拘束のない契約について、１年超、あるいは更新可能な期

間拘束を提供する場合には、選択肢としての期間拘束のない契約も提供しなければならな

いこととすること、その期間拘束のある契約、ない契約による料金差を月当たり１７０円

とすること、自動更新について、緊急提言でご議論いただいたところですけれども、契約

の締結時に、契約期間満了時に自動更新するかどうかを利用者が選択できること、また、

その選択によらず提供条件が同一であること、実際に契約期間が満了した場合に、更新す

るかどうかを改めて利用者が選択できること、最後に、無料での解約が可能な期間として、

最終月、翌月、翌々月の３カ月を設けていることを基準として規定したいと考えておりま

す。また、長期利用割引につきましては、提供される利益の範囲が１年間で１カ月分の料

金相当額ということとしたいと考えております。 

 １８ページをご覧ください。今ご覧いただいた総論の数字のうちの、まず違約金の額の
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上限です。こちらについては、総務省で６,０００人を対象とする利用者アンケートを行わ

せていただきました。その中で、他事業者への乗換え意向がある方は２,８４７人いらっし

ゃいました。この２,８４７人に一定程度待てば違約金なしで解約できる期間が来ますが、

その期間を待たずにすぐに乗り換えたいか、乗り換えるに当たって幾らまでなら支払う意

思があるのかを聞いたところ、違約金なしで解約できる期間まで待つと答えた方が１,０８

９人いらっしゃいまして、結果として違約金支払い意思のある方、違約金を支払ってもす

ぐに事業者を乗り換えたいという方が、６,０００人のうちの１,７５３人いらっしゃった

ということです。この１,７５３人について、支払い意思額をグラフにしたものが、１８ペ

ージの右側に書いているグラフです。これを見ますと、８割の方が許容できる、すぐに移

行しようと考える額、違約金のレベルは１,０００円になっていることから、違約金の額の

上限として１,０００円であれば、事業者間の適正な競争関係を阻害するおそれを生じるこ

とがないと考えられるのではないかということで上限とさせていただきたいというもので

す。 

 次に、１９ページです。期間拘束の有無による料金差の上限は、１カ月当たり１７０円

です。こちらについては、現在の料金プラン、大手３社のうちの２社は違約金９,５００円、

期間拘束の有無による料金差は１,５００円となっておりますので、その両社の関係でいい

ますと、期間拘束なし契約を選ぶよりも、期間拘束あり契約を選んだほうが、解約したと

しても得になる期間というのがおおよそ６カ月ぐらいになっているということです。今回、

違約金の額の上限を９,５００円から、先ほどのように１,０００円に引き下げるというこ

とを行うので、一定程度拘束性が失われるのではないかと考え、この６カ月というのは引

き続き同じ考え方でよいのではないかと考えまして、１,０００を６で割った１６７円が月

当たりの期間拘束の有無による料金差として妥当なのではないかと考え、それを１０円単

位にしまして１７０円としたものです。 

 ２０ページをご覧ください。先ほどありましたように長期利用割引ですが、長期利用割

引自体についてはそれほど拘束性が高いものではないと考えておりますが、行き過ぎたも

のになればやはり拘束性が高いものも想定されるのではないかと考えております。そうい

う意味で、長期利用割引についても一定の上限は必要なのではないかと考えているところ

です。具体的な上限としては、そのようなものですので、先ほどの期間拘束の有無による

料金差とは別枠にいたしまして、長期利用割引のみで考えて、１カ月分の料金の範囲で１

年当たりの利益の提供をするという、そこまでは許容していいのではないかと考えている
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ところです。参考として、各社の現在の長期利用割引の例を書かせていただいております。 

 ２１ページは自動更新の扱いです。これは先ほどご説明させていただいたものを絵にし

たものです。 

 ２２ページをご覧ください。２２ページは、最低利用期間つきの契約に関する特例です。

最低利用期間つきの契約というのは、枠の中に※で書いていますように、解約に対して違

約金が課される期間が契約後の一定期間に限られる更新がない契約、端的に言うと、最初

の１年だけ期間拘束するような契約です。この最低利用期間つき契約のうち最低利用期間

が１年以内のものについて、拘束性が一般的な期間拘束契約と比べると低いのではないか

と考え、下のような特例を設けることを考えております。具体的には、左側ですけれども、

１年以内の最低利用期間を伴う契約について、多くのＭＶＮＯで事業者の踏み台対策とし

て導入されることが多いということを踏まえまして、そういうものについては拘束性の程

度もそれほど高くないということもありまして、期間拘束なし契約の提供義務、先ほど総

論でご説明させていただいた義務を免除できないかと考えているものです。それに伴いま

して、右側ですけれども、当該事業者の提供する契約が１年の最低利用期間つきの契約の

みになりますので、それは継続利用を条件とするものに形式的にはなります。それ以外の、

拘束なしの契約というものを当該事業者は提供していませんので、端末代金の値引きの禁

止に関していいますと、継続利用を条件とする、すなわち一律禁止の方に入ってしまう訳

ですけれども、継続利用を条件とする一律禁止ではなく、継続利用以外の通信役務の利用

を条件とする規律、すなわち２万円などの一定の範囲での禁止の方の規律を適用するとい

う特例を設けたいというものです。 

 ２３ページをご覧ください。サービスごとの規律の適用時期です。こちらについては、

サービスごとにシステムの対応準備の状況などが事業者によって異なっているということ

がヒアリングでありましたので、そういうものも踏まえまして、スマートフォンについて

は施行日において全ての規律を適用し、一方でスマートフォン以外については、法定の通

信料金の割引を除く規律については今年末までは規定の適用を留保し、来年１月１日から

全ての規定を適用することとしてはどうかと考えているものです。 

 最後に、２４ページです。既往契約に係る特例です。既往契約につきましては、前回も

ご議論がありましたように、既往契約であっても施行日以降の更新、条件変更については

施行日前の条件によることを許容したいと考えております。こちらについては、必ずしも

新プランが全てのユーザにとってプラスになるもの、メリットがあるものとは限らない、
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不利益になる場合もあるかもしれないということで、全てのユーザについて一律移行すべ

きという規律にするのは難しいと考え、こういう特例を置きたいというものです。しかし、

※にありますように、利用者が新法適合の新プランに円滑に移行できるようにするための

周知、また、行き過ぎた囲い込みが行われないようにするための措置などについて検討が

必要ではないかと考えております。最後に、３Ｇサービスです。３Ｇについては、一部事

業者において施行日以降も新規契約を引き続き受け付けているという状態にあることが想

定されております。こちらについて、終了が見込まれているサービスでありますので、新

法に適合してもらうためには一定のシステム対応等のコストがかかってくるわけですけれ

ども、３Ｇサービスについてはそのようなコストをかけていただく必要まではないのでは

ないかと考え、２号禁止行為、すなわち行き過ぎた期間拘束の是正に関しては、施行日時

点でのプランを変更しないのであれば新規契約の受け付けも可能とするという特例を設け

たいと考えてございます。 

 少し長くなりましたが、ご説明は以上でございます。 

【新美座長】  ありがとうございました。 

 それでは、ただいま説明のありましたモバイル市場の競争促進に向けた制度整備（案）

につきまして、ご意見、ご質問ございましたらご発言をよろしくお願いいたします。 

 いかがでしょうか。横田構成員、お願いします。 

【横田構成員】  ありがとうございました。１１ページの潜脱行為についてのところを

ちょっと議論したほうがよいと思いますので、お願いいたします。 

 今、映していただきましたけれども、端末がついている「結果として端末を購入」のと

ころは現行ガイドラインでも規律している、潜脱ではないかというのはまだわかるんです

けれども、もう一つの、利益の提供で端末購入を伴わない場合についても規律する方向で

あるというご説明だったんですが、これは単純にＭＮＰ自体の禁止になりませんかという、

そういうメッセージを与えるものになりませんかという懸念があるんですけれども、この

点について、ほかの委員の方も含めてどのようにお考えかを聞いてみたいんですけれども。 

 というのは、文脈としては通信と端末購入の分離の話をしていると私は理解しているん

ですけれども、ここで仮にＭＮＰや新規契約についてはポイントを付与するというのを全

て規律することになりますと、結果として、今回目指しているような、通信プランで戦っ

てくださいという話にならなくなってしまうのではないかという、競争する場所がなくな

るんじゃないかという気がしたんですけれども、それは単純に考え過ぎなのか、それとも、
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やはりこれも規律の潜脱になるのかという点について、ちょっとご議論いただければと思

うんですが、いかがでしょうか。 

【新美座長】  わかりました。この点についてご意見ありましたら、どうぞ。 

 事務局のほうから何か補足説明があれば、どうぞよろしくお願いします。 

【大村料金サービス課長】  ご議論いただく前に、私どもが考えている趣旨をご説明さ

せていただきます。 

 今の市場を前提にしますと、セットで販売されていることがかなり多いことから、事実

上、ＭＮＰなどで契約する方は端末も購入する場合が多いということになっておりますの

で、ここでＭＮＰを条件として、例えば１万円キャッシュバックなどが行われている、そ

れについても規律しようとしているところです。 

 今後を考えますと、横田構成員ご指摘のように分離が進んでいくと思われますので、必

ずしも、ＭＮＰで契約する方であっても、結果として端末を購入しない場合も増えてくる

のではないかと考えられます。一方で、こういったキャッシュバック等を行う理由はセッ

トで販売される端末を安く見せることによって誘引をして通信契約を結んでいこうという

ものですので、結果として誘引ができるのであれば、キャッシュバックは引き続き起こる

のではないかと思われます。セット販売における端末代金の補助は、例えば今考えている

上限である２万円等の補助が行われることがあった場合に、ここの部分だけ、すなわちＭ

ＮＰで来た人について結果として端末を一緒に購入しない場合に適用除外にしてしまうと、

そういう人については２万５,０００円のキャッシュバックをするというようなことが行

われ、非常に誘引力が高くなってしまい、そちらで囲い込みが引き続き行われてしまうの

ではないかと懸念しているものです。前回のソフトバンクさんの抜け道のご懸念というの

も、おそらくそういうことを懸念して、市場が変わっていく中で誘引をどこで働かせるの

か、そのためのキャッシュバック等をどこで行うのかといったときに、一部でも規制の対

象外のところがあると、そこの部分を狙ってキャッシュバックをすることによって誘引力

を働かせようというビヘイビアになるのではないかと懸念されたものだと受けとめている

ものです。 

【新美座長】  補足説明ありがとうございます。それについて、なおご意見がございま

したらお願いします。 

 横田構成員のほうから、さらにこういう点でどうだろうかという問題があれば、どうぞ

よろしくお願いします。 
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【横田構成員】  ほかの構成員の方のご意見を伺いたいと思います。 

【新美座長】  じゃ、ほかの方、どうぞ。それでは北構成員、お願いします。 

【北構成員】  そもそもキャッシュバックがあるからＭＮＰをするという世界がおかし

いんですよね。ほかのキャリアのほうが魅力的だ、安くなるからということで、ＭＮＰし

ようとするときに、スイッチングコストが低くて簡単に移れる、という状況をつくること

が重要。ソフトバンクさんが自ら見つけてくれた抜け穴は塞がなきゃいけない。 

 ＭＮＰキャッシュバックは、移転元キャリアの２年縛りの違約金を、移転先キャリアが

持ちますよ、というところから歴史的にはスタートしたんです。今回、違約金を極めて低

い水準にするわけですから、そんな状況で２年縛りをするキャリアがいるかどうかは疑問

ですが、するとしても１,０００円程度で、もはやロックインする力はなくなるのではない

かと思います。前回ソフトバンクさんがプレゼンしてくれた、お客様と口裏を合わせて、

ＭＮＰで来たお客様にクーポンを渡して、それを後日持ってきたら端末を安く売ります、

みたいなことをされてしまうほうが問題ではないかと思います。 

【新美座長】  今の北構成員の説明で、こういう場合もあるのだということですが、い

かがでしょうか。 

【横田構成員】  そうすると、この絵の描き方をちょっと工夫したほうがいいかと思い

まして、この絵で言うと今みたいなスキームに見えないので、卒然とここだけ見ると多分

ものすごく誤解を招くというか、ＭＮＰの引き抜き合戦を奨励したいわけではなくて、通

信料金の大もとのところで競争してくださいというメッセージだということですよね。な

ので、潜脱と言われたときにこの説明でいいのかというのは、前回のソフトバンクさんの

を聞いたときにはなるほどと思ったんですけれども、今日、聞いていて、うん？と思って

しまったので、確認ということで、わかりました。 

【新美座長】  よろしいでしょうか。 

 ほかに、今の点とは別に何かご質問、ご意見がございましたらお願いします。北構成員、

お願いします。 

【北構成員】  １１ページの右のほうも危ないのではないかと思うんですよね。 

 結局、国民の多くは、端末とＳＩＭを同じ場所で買い、ＳＩＭをそのまま入れっ放しで

使うであろうということを考えると、量販店の店頭を想像したときに、利用者であろうが

なかろうが同じ価格で、「端末はうちが安いですよ」と訴求するキャリアがいたら、そこに

お客様が誘引されてしまう。そうすると隣のキャリアも「うちはもっと安いですよ」、する
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とその隣が「うちも安いですよ」ということで、結局、値下げ競争に陥ってしまう。これ

についても、値引き上限を２万円なら２万円にすべきだと思います。 

【新美座長】  今の点、ご意見がありましたら、どうぞ。確かに、そういう懸念もない

わけではないということですが、いかがですか。 

【大村料金サービス課長】  すいません。 

【新美座長】  はい、どうぞ。 

【大村料金サービス課長】  その部分についてですけれども、端末を買った人に５,００

０円の値引きをします、それは利用者であっても利用者でなくても同じ条件ですという場

合であればということなんですけれども、市場の現状を考えますと、前のページ、１０ペ

ージの具体例３でけれども、多くの端末については量販店であってもキャリアショップで

あっても端末単体での取扱いがなく、実際には端末を買おうと思ったときには利用者でな

ければ売りませんという形になっている。端末単体での販売がない場合については、この

具体例３にありますように、実質的に通信役務の利用についても条件になっているという

ことで、実質的にセット販売であるというふうに考えております。ですので、今の状況で

言いますと、キャリアショップでも量販店でも端末単体で買うことができないということ

ですので、具体例３に当てはまるものであって、１１ページの②のように、非利用者であ

っても端末を買う人に対して同じ値引きがされているという状況には、当てはめとしては

なっていないのかと考えているところです。 

【新美座長】  よろしいですか。ただ、将来はどうなるかわからないということですね、

販売形態が変わってくると。わかりました。当面そういうことはないだろうということで、

現状の取引を前提にしています。 

 ほかに、ご質問、ご意見がございましたら、どうぞ。 

【相田座長代理】  じゃ、よろしいですか。 

【新美座長】  相田構成員、どうぞ。 

【相田座長代理】  メーンの１,０００円のところなんですけれども、１,０００円とい

う金額自体がいいのかどうかは私にはちょっとわかりません。ただ、もちろん安いほうが

いいのは間違いないと思いますけれども、いわゆる契約事務手数料はどうなっているんで

したっけ。 

 結局、１,０００円で解約できると思ってショップに行ったら、違約金は１,０００円で

すけれども契約事務手数料がもう何千円かかかりますと言われると、今これだけ１,０００



 -15- 

円というあれがマスコミの中で言われているのに対して、やっぱりちょっと羊頭狗肉では

ないかと言われるということでもって、こういう金額を定めるのであれば契約事務手数料

を含めて幾らという言い方をしたほうが適切なのではないかという気がいたしました。絶

対的な金額として幾らがいいかというのは、ちょっと私もよくわからないところです。 

 何か数字だけお伺いすると、１,０００円というのはちょっと安いかと思う一方で、１年

縛りはいいという、その１年というのは逆にちょっと長いかというところで、６カ月ぐら

いにしてもいいんじゃないかというのが私のイメージですけれども、ここについては、も

ちろんいろんなご意見があるところかと思います。 

 以上です。 

【新美座長】  今の相田構成員のご指摘のように、違約金以外の事務手数料みたいなも

のをどう考えていらっしゃるのかというのが、まず１つ、議論のポイントになるかと思い

ますが。 

【大村料金サービス課長】  具体的に、ご指摘のとおり、違約金と呼ばれるもの以外に

も、事業者を変えようとしたときにかかる手数料のようなものがあります。代表的なもの

は、ＭＮＰの転出のために番号をもらうための手数料で、多くの事業者は３,０００円、一

部の事業者は２,０００円になっていると思います。今回の違約金というのは期間の途中で

契約を解除等することを理由として支払わなければならない額ですけれども、それ以外に

も事業者を変更しようと思ったらかかってくる金額がございますので、そういうものにつ

いても、当然のことながら、全体として水準が上がらないか、違約金が下がればＭＮＰ手

数料を倍にしますみたいなことになっては意味がないですので、そういうところは引き続

き継続的にウオッチしていかなければいけないのかと思っております。 

【新美座長】  契約事務手数料については、現行以上に上がることはないように考えて

いるということですね。そういうことでよろしいですか。 

【大村料金サービス課長】  規制としてそういうふうにするというよりは、今回の規律

を入れた後、市場がどうなっていくのかをきちんと検証、分析していかなければいけない

と、その中で確認をしていきたいということです。 

【新美座長】  わかりました。 

 ほかに、ご意見、ご質問。今、相田さんからあったのは、最低拘束期間は１年というよ

りも６カ月でどうかというのがもう一つの論点として上がりましたが、この点については

いかがでしょうか。 
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【横田構成員】  ちょっといいですか。 

【新美座長】  はい、横田構成員。 

【横田構成員】  これ、１年についての合理的な説明はありましたっけ。まず、そこを

ちょっと説明していただいたほうがいいと思うんですけれども。 

【新美座長】  じゃ、よろしくお願いします。 

【大村料金サービス課長】  こちらにつきましては、資料上、ご説明がなくて申し訳な

いのですが、現在のＭＶＮＯで最低利用期間として行われているものを前提としますと、

多くのＭＶＮＯでは、こういうことをやっているものについて、１年以内、１２カ月とい

うことにしています。もちろん、一部のＭＶＮＯで２４カ月あるいは３６カ月というよう

な最低利用期間を設定しているところもあるわけですけれども、そちらについてはかなり

例外的で、一部のＭＶＮＯですので、多くのＭＶＮＯで行っている現状を踏まえ、その現

状を是とするという考え方で、１年、１２カ月とさせていただいているものです。資料に

ご説明がなくて申しわけございません。 

【新美座長】  ありがとうございます。それを踏まえて、横田構成員、何かございます

か。 

【横田構成員】  これ、１年という期間が問題なのか、それとも違約金なしに移行する

特例があるかどうかの話が問題なのか、最初に読んだときによくわからなかったんですけ

ど、結局、現状追認が理由だとすると、それが合理的かどうかという議論になるのかと思

うんですけれども。他方で、いろいろな議論の中には、およそ契約をするときに１年先ぐ

らいまではみんな合理的に判断できるだろうという説明もどこかであったような気がする

んですが、それはそれで立つのかどうかということですね。 

 ＭＶＮＯが今こうしているからそうするという説明だと、そのような形で政策上の決定

がよいのかどうかという議論になりますが、他方で、おそらく相田構成員がおっしゃられ

たのは、１年という期間そのものの絶対的な長さの問題をされていると思いますので、こ

こはもうちょっと議論しておかないと危ないかというのは思った次第です。 

【新美座長】  この点について、ほかの構成員の方はいかがでしょうか。北さん。 

【北構成員】  ＭＶＮＯが１年という期間を設定しているのは、ＭＮＰの踏み台にされ

ないために設けているのであって、なぜ踏み台にされるのかというと、儲かるからなんで

すね、これまでは。ＭＮＯにＭＮＰするときに、たくさんキャッシュバックがついて、安

く端末が買えて、その端末も転売する。今回、こういうことができなくなるんだから、１
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年の最低利用期間というものは、なくしていいのではないかと思います。 

 また、ＭＶＮＯには２種類の最低利用期間があって、踏み台にされるからＭＮＰだけは

だめとしている、本来の、踏み台にされないために規律を設けているキャリアのほうが少

なくて、解約するときも違約金を取っているんですよ。これは本来の趣旨に反している、

ただの１年縛りですよ。あくまでも１年はＭＮＰの踏み台にされないためにつけているは

ずなのに、解約まで条件にしているから、それはおかしいぞという話。 

 ただ、先のことを考えると踏み台的な利用はなくなると思うので、この１年の最低利用

期間は要らないと思いますが、今後１年ぐらい市場を注視しながら、ＭＶＮＯ契約を１年

間寝かせておいてお金を儲けるということは無くなりましたね、ということがわかり次第、

最低利用期間を外すという措置をとればいいと思います。 

【新美座長】  今のことに関連して、ほかにご意見がありましたら、どうぞ。長田構成

員、どうぞ。 

【新美座長】  今のことに関連して、ほかにご意見がありましたら、どうぞ。長田構成

員、どうぞ。 

【長田構成員】  確認なんですけど、１年以内の最低利用期間を約束していても、違約

金を払えばやめられるんですね、ＭＶＮＯは。それが今回１,０００円になるということで

すか。 

【大村料金サービス課長】  そのとおりです。 

【長田構成員】  そうすると、多分そういう意味での拘束力はなくなりますよね。違約

金がぐっと安くなるわけですから。ということで、これを特例に、拘束期間のないプラン

をつくらなくともいいですというのは、そうなのかもしれないんですけれども、あまり意

味はないような気もします。 

【横田構成員】  すいません。 

【新美座長】  横田構成員。 

【横田構成員】  ちょっと勘違いしたのかもしれないですけれども、要するに期間拘束

なしのオプションをつくらなくてもいいというところが特例で、違約金規制自体は全部に

かかるということでいいんですね、今の話は。特例の趣旨ですけど。 

【大村料金サービス課長】  わかりづらくて申しわけありません。ご指摘のとおりでし

て、この特例については１７ページをごらんください。この全体の中で特例を設ける部分

というのは、「方向性」の上から３番目のポツ、期間拘束のない契約も選択肢として提供し
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なければならないかどうか、ここの部分について特例を設けたいというものです。その結

果として、その下のポツ、期間拘束の有無による料金差の上限というのが、事実上、考え

る必要がなくなり、また、更新のないプランであるので、自動更新の議論であったり、ま

た、１年以下のことをいっているので一番上の契約期間の上限であったりというのは適用

される余地がなく、結果として残る規律は、上から２番目の違約金の額の上限ということ

になるものと考えています。ですので、全体を外すということではなくて、期間拘束なし

契約の提供義務を外すというのが主眼としての特例です。 

【新美座長】  はい、どうぞ。 

【横田構成員】  そうすると、どう整理するかにもよるんですが、特例というよりは、

多分、本則自体が、更新を要件として最大２年の期間、そして違約金のある契約をつくる

場合には別の選択肢を用意しなければならないと。そうでない場合は、今のに該当しない、

１年以内で、かつ、自動更新がない契約をつくる場合は、別途新しい選択肢を用意する必

要がない、そういうことですね。 

 ちょっと議論がクリアになりました。ありがとうございます。 

【新美座長】  それを踏まえた上で、１年か６カ月か、なくしちゃえという議論がない

わけではないということですね。 

 これは事務局からあるように、少し経過を見たいということもわからないではない。い

わゆる踏み台が何か新たな手を出す可能性もあるのでということだと思うんですが、そう

いう意味では、これはずっと続くというんじゃなくて、少しこういう形で様子を見たいと

いうご趣旨だと思いますが、その点についてはいかがでしょうか。 

 理屈は、踏み台にならないんだったら即刻、こんなことをやる必要はないだろうという

のは北構成員のおっしゃるとおりですけれども、ただ、そこについて、まだ確信が持てな

いということだと思いますが、いかがでしょうか。はい、どうぞ。 

【横田構成員】  ためにする理屈を考えているような気がしなくもないですけど、これ、

現状を追認するという言い方をすると何かすごく後ろ向きなんですけれども、後ろのほう

のスマートフォンプランはすぐ適用するけれどもフューチャーフォンはちょっと置くみた

いな議論も踏まえると、一種の経過規定的な考え方なのかなという気もしております。す

なわち現状そこまでひどい状況ではないやり方なので、それなのにあえてわざわざ別の全

く期間更新もないような別プランを立てさせるようなシステム改修が難しいのであれば、

より制限的でない手段をとると、そういうふうに聞こえるんですけれども、ちょっとこれ、
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同じ規定に行くまでの間にどういう説明をするかによって印象が大分変わるかなというの

は今議論していて思いました。 

【新美座長】  ありがとうございます。そういう意味では、この１年以内の場合の扱い

について、説明、ロジックをどう構築するかというのを少し見ておく必要があるだろうと

いうことで、それ次第では期間も多少違いが出てくだろうという含みがあると思いますが、

こういうものを設けること自体は、当面の間といいますか、しばらくの間はあってよかろ

うというご意見だと思います。 

 ほかに、今のようなまとめ方ではちょっと足らないということであれば、ご指摘いただ

きたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 それでは、何かほかの点でご意見がございましたら。 

【木村構成員】  確認をさせていただきたいのですけれども、今の違約金が１,０００円

とある、これの対象の事業者は８ページにあるこの範囲でよろしいですか。それともＭＶ

ＮＯの除外されるほうにも違約金のことはかかるのでしょうか。混乱しているので教えて

いただければと思います。 

【大村料金サービス課長】  ８ページの対象事業者の指定ですけれども、こちらは、分

離の話も期間拘束の話も、どちらもこの範囲となります。したがいまして、違約金の上限

の規律がかかるのも、この８ページの対象として指定された事業者になります。 

【木村構成員】  ありがとうございます。ということは、対象ではない事業者の違約金

とかそういうのは現状のままということでよろしいですか。 

【大村料金サービス課長】  除外されるような事業者が今どういうプランを提供してい

るのかということがありますけれども、考え方としてはご指摘のとおりです。 

【新美座長】  よろしいでしょうか。ほかご意見がございましたらどうぞ。 

【大谷構成員】  １８ページに違約金の上限の根拠としてアンケートの結果を載せてい

ただいているところです。調査期間が５月２７日から３０日までの４日間ということで、

非常に短期間ながら６,０００人ものサンプルを集めていただいて、精力的に実態を把握し

ていただいたということに御礼申し上げたいと思うのですけれども、１,０００円の根拠が

ここのアンケートの結果に依拠しているということで、この４日間のアンケートで十分な

のかとか、あるいは、この６,０００人というのはどういうユーザが答えてくれているのか、

それから、乗り換えにおいて許容できる違約金の額というのは、乗り換えによってどうい

う金額のメリット、値下げについてはどういう前提を置いてこの数字になっているのかと
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いうようなことについての疑問が生じる可能性があると思います。やはりそういった前提

の考え方、つまりアンケートで示したプランの変更などについて、ある程度開示しないと

十分な理解が得られないのではないかなという気がしておりまして、事務局で補足説明い

ただけることがありましたら、ぜひお願いしたいと思っております。 

【新美座長】  それでは、ちょっと今の点、ご説明をお願いします。 

【大村料金サービス課長】  アンケート方法としてはウェブ調査で行っています。質問

は、具体的なこのプランからこのプランにという仮想の事例を示してアンケートするので

はなくて、意向自体を確認した上で乗換えについて許容できる違約金の額を聞いています。

すなわち、現在利用している事業者を質問し、移行する意向があるのかを質問し、その移

行先としてどこの事業者を想定しているのか、移行する理由として何があるのか、料金が

低廉化するから、サービスがよいから、品質がよいからなどなどという選択肢から選んで

いただき、その上で、料金が低廉化するからという理由を選択した人について、幾らぐら

い安くなると思っているのかなどということも聞いてございます。それらの質問を聞いた

上で、今回示している、無料解約期間まで待たず、今事業者を変えるとすると幾らまで違

約金として許容できるのかという質問をしているところです。全体はそういう感じですけ

れども、この関係は、ご指摘いただきましたように全貌をきちんとまとめてお示しする必

要があると考えていまして、今日はこのコアの問いの答えだけ１８ページでお示しさせて

いただいたのですが、きちんとまとめて、できれば次回に参考としてお示しできるように

準備をしたいと考えております。 

【新美座長】  よろしいでしょうか。それでは黒坂さんどうぞ。 

【黒坂構成員】  北構成員がまとめてくださることを期待しつつなんですが、今、大村

課長からご説明いただいた内容及びこの１８ページの結果からそれなりに拝察できること

を申し上げます。一応、この分野及びこの調査の方法を私は多少知っている人間としてお

話ししなければならないという責任を感じておりますので申し上げます。 

 まず、支払い意思（Willingness to Pay）または賠償の水準を示す Willingness to Accept

という方法がございますが、こういった違約金は幾らが妥当ですか、あるいは幾らだった

ら許容できますかという調査をする場合、先ほど、仮想プランではなく移行する意向を聞

かれたというふうにおっしゃられましたが、その方法では Willingness to Pay、

Willingness to Acceptの方法に適合しておりません。 

 したがいまして、このアンケート結果だけをもとに１,０００円という基準を示すことは、
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情報が開示、そのアンケートの手法であるとか回答者の属性であるとかとが開示されれば

されるほど、なお堅牢性を失うものだと私は思っています。非常に厳しいことを申し上げ

て恐縮なんですが、はっきり申し上げると、特に経済学的視点に立てば、全く議論に耐え

られない数字であると言って差し支えないであろうというような厳しさであると思ってい

ます。 

 であるからこそ、まず１,０００円というところに上限額を設定する、それを明示すると

いうことであれば、こういったアンケート調査をしたこと自体は非常に尊いことだと思い

ますが、あくまでそれは参考的な位置付けであり、幾つかの根拠の１つになるものではな

いかと。すなわち、このアンケート結果一本足打法だけで１,０００円で決めますというこ

とはかなり紛糾するのではないかという懸念を抱いております。ですので、１,０００円と

いう水準をどうしても維持されたいということであれば、このアンケート結果以外のリフ

ァレンスが必要であり、おそらく次回それを公開の場で示していただくということになれ

ば、そこまでにご準備いただくということが必要であろうというのが私の考えです。 

 オプションがもう一つ、実は私の頭の中にあるんですが、オプションを申し上げる前に、

一度ここでとめます。 

【新美座長】  ありがとうございます。今の点について事務局のほうからお願いします。 

【大村料金サービス課長】  アンケートについては、私は専門家ではないですが、黒坂

構成員のご意見は、アンケート自体に意味がないということまではおっしゃっておらず、

アンケートだけで決めることについて問題であるというふうに受けとめましたので、アン

ケート結果自身はきちんと整理した上でお示ししたいと思います。それとともに、他の理

由としてどういうことが考えられるのかきちんと考えるべきというご指摘と受け止めて、

そちらについてもご意見をいただきながら考えていきたいと思います。 

【新美座長】  それでは、その続編があったんですね。それは北構成員が話してからに

しますか。 

【黒坂構成員】  北構成員に否定していただくことも含めて先にお話しします。黒坂、

それは言い過ぎだと言っていただければ、北構成員の前で私は意見を引っ込めます。 

 万一、プランＢといいますか、ほかのリファレンスが見つからないとしたら、ありてい

に申し上げて、違約金そのものをゼロにする、認めないというような意思決定であったほ

うが、むしろ政策的には明確になるのではないかと、極論ですが思っております。かなり

過激かもしれませんが、ここで１,０００円を残すということ及びその根拠が非常に脆弱で
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あるということを考えると、将来的な検討にかなり禍根を残すのではないか、さらに今回、

移行期も含めた既往契約に関しての取り扱いであるとか、どうしてもさまざまな条件が残

ってしまうまま、新しい改正法の下での政策をしばらく進めなければいけないという状況

がございますので、ここの根拠が脆弱なまま積み上げてしまうのであれば、むしろ一度、

違約金は認めないというところまで振り切ってしまうということも、これはもはや判断の

話になると思いますので、一つの考え方としてあるのではないかと思っております。 

 以上です。 

【新美座長】  ありがとうございます。それでは、それを踏まえて、北構成員、何かあ

りましたら。 

【北構成員】  黒坂構成員の意見にかなり近いことを申し上げようと思っていました。

アンケート結果からだけで１,０００円ということを言うのは相当しんどいなと。我々、有

識者として、この際、違約金を限りなく低くしてしまう、あるいは２年縛りというものは

やめようよ、というメッセージ出すほうがいいのではないかと。もし１,０００円に決まっ

たとして、１７０円の値差ですか。こんなプランをキャリアさんはつくるはずがないと思

いますよ。この業界のキャッシュバックの歴史は、２年縛りの、いや、最初は１年縛りだ

ったんですが、１年縛りの違約金からスタートしてきているので、根絶するという意味で

は、違約金を限りなく低くするということがメッセージになるのではないかと思います。 

 このアンケートですが、本来は Willingness to Pay をしっかり出すためのアンケート手

法、どこからの批判にも耐えられるような手法があるのですが、お金がかかる、時間がか

かるということで、今回こういう聞き方をせざるを得なかったんだとは思いますが、８割

を超えるというところも、なぜ８割なのかとか、突かれれば突かれるほど根拠が希薄なの

で、アンケート結果を参考にしつつ、我々としては、違約金は限りなく低くしましょう、

と言ったほうが筋がとおると思います。 

【新美座長】  ありがとうございます。ほかに。長田構成員、どうぞ。 

【長田構成員】  とうとう長い要求が実ることになりそうなんですが、１つだけちょっ

と違和感は、だって、この間ヒアリングのときに私は同じことを申し上げて、もう自動更

新やめましょうよ、違約金をとるためにいろんなコストかかるじゃないですかと申し上げ

ました。その前の会議のときにも、菅官房長官がおっしゃったことに関しても申し上げた

んですけど、何があってこんな提案がされているのかというところはいろいろ皆さん心の

中だか頭の中で考えていらっしゃると思うんですが、それはそれでウエルカムではあるん
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です。 

 だから、もうほんとに違約金なしというのが一番いいと思っていますが、アンケートの

結果でというところは、やっぱり私もすごく違和感があります。というのは、この違約金

の話は、過去、総務省の別のＷＧでもいろんな議論をして、大体そのコストの考え方も違

うじゃないかとかという指摘もして、それでも全くそれは聞き入れられないまま９,５００

円がずっと継続してきているものを、ユーザ側の、利用者の気持ちだけで変えられるので

あれば、もっと変えたいものはきっといっぱいに世の中にあって、じゃあ、そういうアン

ケート結果を出せばいいんですねという話になってしまい、非常に問題なんじゃないかな

と思います。ここはきちんと説明に耐え得るものを考えなければいけないと私も思ってい

ます。 

 でも、結果としては、今回のご提案は私としてはウエルカムだし、１,０００円というの

はほんとにある意味では、先ほど申し上げたように、あまり意味のある数字ではなくなる

と思うので、結果としては、期間拘束自動更新というものに対しての考え方を各キャリア

が考え直していただくすごくいいきっかけにはなるなと思って期待しています。 

【新美座長】  ほかにご意見がございましたらどうぞ。 

【市川構成員】  今のここの話をするつもりはなかったのですが、違約金のお話ですけ

れども、１,０００円でいいということの妥当性は既に出たお話のとおりだと思いますが、

もともとこの法改正に至る理由が、それこそ長田構成員ほかずっとこれまでご苦労されて

きた、要するに事実上「選択の自由」を奪われているではないか、だからそのためにはス

イッチングコストを下げなくてはならない、普通に移れるようになって、その上で通信品

質だったりサービスの良さだったりできちんと競争して欲しいという、その願いの結実な

ので、そういう意味では－もちろん具体的に数字が出てくるものが多いので、因って立つ

ところをたくさんつくりたいのは間違いなくあると思うのですけれども－そこはある程度

詰めたところで、政策判断であるときちっと言えるということが重要ではないかと思いま

す、というのが１つ目でございます。 

 もう一つ、こちらはあまり触れられてない、１３ページの利益の提供の上限なのですけ

れども、今のＡＲＰＵ等から見ると３万円で、もう一声で２万円と、そういう感じになっ

ていて、その気持ちもよくわかるのでこの水準自体をどうこうというのはないのですけれ

ども、結局、この利益の提供の上限というものは何を見ているかというと、通信側の利潤

を、大き過ぎる利潤を、きちんと減らして競争してほしいということを読んでいるという
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ことになりますので、関口構成員がいらっしゃいますが、かつてで言うと、接続料ではな

いですけれど、計算してかなりやってきたような世界にだんだん近づいていくことではあ

ったりしますので、どういう尺度で見せていくのがいいのか。既にご指摘というか、もと

もとこの中にも示されていますように、今の市場を前提として、競争的な環境が進んでい

くとすれば、みたいな話の前提がどうしても増えていきますので、途中でご説明がありま

したけれども、市場をよく見ていく話が実は結構大変なことになるのではないかと思って

います。これが２万円になれば良くて、２万５,０００円ではいけなくて、では１万５,０

００円だったらどうなるとか、そういう話をあまりしたいわけではなんですけれども、こ

のあたりをどういうふうに監視していくかということが対になっており、ターゲットとさ

れている額があってそこに向かおうとしている、その状況がどうなるかによって変える変

えないを考えていく、というふうに先が見えるような言い方をしてあげないといけないの

かなと。そうでないと、先ほどの１,０００円と一緒で、これはどうして２万円で、２万２,

０００円ではないのだとか、そういう争いをすることは幾らでもできてしまいます。けれ

どもあまり意味はない、ということについて、ちょっと感想を持ちましたのでコメントで

ございます。 

【新美座長】  どうもありがとうございます。ほかにご意見。 

【木村構成員】  また話が戻るのですけれども、違約金の上限の１,０００円ですが、日

曜日でしたか、何か１,０００円って報道で出て、「え、何で？」みたいなことをすごく思

って、どの報道を見ても根拠を全然言ってなくて、１,０００円という数字だけが踊ってい

て、利用者としては、１,０００円は確かに今の９,５００円よりは安いけれど何でなのか

というのがよくわからなかったというのが実際の気持ちです。今日この資料を拝見して１

８ページにアンケートがあって、ああ、ここから来たのねと思ったのですけれども、皆さ

んのおっしゃるとおり、もう少し具体的な根拠がないと弱いのかなと思います。私自身も

違約金は昔から要らないし、期間拘束もやめてほしいと願っていましたので、ここについ

てはもう少し検討が進むといいなと思っています。契約をやめても事務手数料が数千円か

かったりしますので、１,０００円では結局済まないというところもありますし、以前９,

５００円の違約金について、事業者に「どうしてこの金額なのでしょうか、３社とも同じ

ですよね」と聞いたときに、いろいろ計算した結果がこの数字なんですというふうに３社

ともおっしゃっていて、でも、その計算結果の根拠は全然教えていただいたことがなかっ

たので、利用者としては、すごくはてなマークが飛ぶという感じを抱いたことを踏まえま
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すと、この１,０００円にもし決めるのであれば、納得できるような説明をいただきたいと

思いますし、金額を変更するのであれば、それはそれでもう少し検討していく必要がある

のではないのかなと感じました。 

 以上です。 

【新美座長】  ありがとうございます。ほかにございませんでしょうか。 

 こういう取引の場合に、契約の場合に、損害額を幾らにするのかというのは、基本的に

は妥当な額なんて出そうもない。だから違約金という、約定して損害金の額を定めるわけ

なんですね。消費者取引の場合には、いわゆる損害賠償によってというのが妥当かどうか

というのは常に争われるわけですね。高裁で２件出ましたけれども、あれだって、計算式

として出されただけで、これだけもうけるはずだなんていうのが根拠になっているんです

けれども、じゃあ転売してほかで金を稼いでいるんじゃないか、ほかの人に利用させてね。

だから、もうけられるはずだという理屈が、それは物の場合を考えているわけですよ。物

の場合で転売できない場合。同じ物で転売できたら損害ゼロなんですね。だから、そうい

う議論がその高裁判決では全然なされていない。そうすると、結局こういう取引において

損害額が妥当かどうかというのは基本的には決まらないと言っていいと思うんですね。特

に消費者契約の場合にはそうだと思うんです。それが１つ。 

 もう一つは、これはほんとに契約の拘束力があるんですかということを見ておかなけれ

ばいけない。自動更新をしました、約束ですねと言いますけれども、ほんとに約束として

の拘束力があるのか。ないとも言えないし、かちっとしたほんとの合意のもとでできた契

約とも言えないと。そういうある意味でふわふわっとした約束なんですよね。それが守ら

れないというときに、かっちりした契約のときの違約金と同じものをとってもいいのかと

いう議論も出てくると思うんですね。そういう意味で、皆さんたちがなくしてもいいんじ

ゃないかというのも一つの考え方ですし、それなりの論拠があるだろうと思うんですね。 

 そういったことを考えたときに、これは違約だというのは、私は個人的にはあまり賛成

できないんですけれども、違約じゃないとも言えないという状況ですので、そのときに損

害額が幾らかなんていうのを議論しても、およそこれが妥当だって出てこないので、最後

は政策的にノミナルな損害額は幾らかと、名目的な損害額は幾らかということを決めてし

まえばいいと。日本ではあまりないんですけども、コモンローの国々ではノミナルダメー

ジズという議論があって、普通は１ドルなんですけど、それくらいのノミナルなものくら

いは考えてもいいんじゃないかなと思っております。これは個人的意見ですけどね。そう
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いう性格のものとしてこういうものを、違約金なり何なりを位置付けていくというのも一

つの考え方かなと思います。ですから、１,０００円が妥当かどうかではなくて、１,００

０円くらいでノミナルでどうだという、まさに政策的な判断になるんじゃないかという気

がするんです。 

 どうぞ。 

【横田構成員】  何かノミナルダメージって、契約のときに出てくる議論でしたっけ。

何か、不法行為でノミナルダメージというのはわかるんですけど。 

【新美座長】  故意による契約の破棄というのは、欧米では故意なんですね、不法行為

なんですね。 

【横田構成員】  ちょっとすみません。これは、この違約金という制度をどう見るかっ

て、多分、民事法学者と行政法学者で違うという話を少ししたいんですけど、今までの議

論を伺っていると、この違約金という制度自体を残す場合に、１,０００円という額をこの

アンケートだけで支えるのは無理であるというのは、多分、皆さん一致していると思うん

です。というのは、この絵面自体から見ても、調査方法がどうかという以前の問題として、

ほんとうに利用者側の意見だけで事業者側の競争環境の議論ができるのかという構造的な

問題があるので多分無理であると私は思ったところです。 

 ただ、もう一つ気をつけなければいけないのは、事業法であることは間違いないので、

事業者側の自由を規制する法律であるので、それで違約金という形での料金収受を一切禁

止するないし１,０００円にするなど、いずれにしても今までやっていたようにはできない

ようにするというからには、それなりの立法事実が必要なのは間違いないので、結局は黒

坂さんの最初のプランＡと同じなんですが、やるんだとしてもこれだけでは絶対無理だし、

それはプランＡでもプランＢでも同じなので、これでほんとに立法事実として十分かとい

うのはご議論いただいほうがいいという。ノミナルダメージがどうかというのはちょっと

本訴と関係がないので、単純に疑問だったので聞いてしまったというだけです。すみませ

ん。 

【新美座長】  どうぞ。 

【関口構成員】  法律は詳しくないのであまり厳密な議論はできないんですけれども、

今回の趣旨は、本体価格と通信料金とを分離するという趣旨なわけですよね。今までは本

体の値引き代金を通信料金のほうの利益から回していたので、その回収が終わらないんだ

ったらペナルティーをとりますよというロジックで９,５００円をとってきたんだろうと
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思うんですね。ですから、そこの関係、本体価格の値引きと通信料金とを分離するのであ

れば、違約もへったくれもなくなるということだとしたら、黒坂さんがおっしゃるような

本来の違約金はゼロになるということが納得できる。その辺のロジカルな話が完璧に抜け

ちゃっているというのが今回ちょっと気になるところであります。 

 同じように、先ほど市川さんからもお話がありましたように、２万円の根拠というのも、

多分に将来の期待にかかっているというのが、その根拠が弱いんですね。少なくとも３万

円まではそれなりにＡＲＰＵに売上高営業利益率に平均利用期間を乗じてという根拠が一

応示されているという点では、３万円には意味があると思うんですけれども、そこから先

の２万円はやっぱり、えいやの世界で、たたき売りの世界になりつつあって、ちょっと表

に出たときの根拠が乏しいという点は懸念されると思います。 

 それから、大村課長にはもうお伝えしてあるんですが、１２枚目、１３枚目あたりに書

いてある定価という言葉は、用語としてはあまりよろしくないかなと思いますので、しか

るべき言葉にかえていただければと思います。 

 以上です。 

【新美座長】  ありがとうございます。森構成員、どうぞ。 

【森構成員】  遅れてきましてまことに申しわけありませんでした。違約金の上限のほ

うなんですけれども、ちょっと私がおりませんで申しわけありませんが、なしでもという

ことですが、今のお話のように、端末の代金回収が終わってないからという話もそれはそ

れで１つ伝統的にはあったのかもしれませんけれども、他方で、期間拘束あり契約となし

契約とあるわけで、あり契約はその期間についてコミットするという前提でやっているわ

けですので、じゃあ違約金なしということは全部期間拘束なしで一本化ということになり

まして、そういうパターンの契約以外なしと、そういう趣旨なんですかね。今までここで

お話であったことは。 

【関口構成員】  まあ、そうなんじゃない？ 

【長田構成員】  この１,０００円というのを受けてやった場合、期間拘束ありとなしの、

その料金の１７０円以内ということになると、もう差が非常に小さくなってしまうと。そ

ういう中で、その２パターンをキャリアとしてほんとに用意することになるのかどうかと

いうことも考えると現実的ではないような気がしています。そうすると、結果的には期間

拘束をしてもあまり、かつ違約金も１,０００円ということであれば、自由に出ていってし

まうことになれば、多分また別のプランを考えることになるじゃないかなという感じで私
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は思っています。 

【森構成員】  なるほど。ありがとうございました。ただ、何でも期間拘束が長いほう

が有利というのは、以前お話が出ているように、定期でも何でもあって、それが消費者と

しても納得できていることでありますので、期間拘束自体を禁止するような事実上そうい

うルールになっていいのかなというのはちょっと疑問に思いますし、先ほど横田構成員も

立法事実というお話がありましたけれども、そことの関係で、そこまでドラスティックに

期間拘束制限をすることの正当性があるのかどうかというのは私はちょっと疑問だと思い

ます。 

【新美座長】  ほかにご意見。石田構成員、お願いします。 

【石田構成員】  今までキャンセル料が９,５００円だったものが１,０００円という金

額の問題が出ておりましたけれども、契約の実態としてＭＮＰで移ったときに、新しい事

業者がポイントとかキャッシュバックをしている状況を見ると、金額自体はただ回ってい

るだけと思うんです。先ほど端末代金から値引くのがないのだから要らないんじゃないか

というお話がありましたけれども、キャンセル料のこともあわせてそう思いました。 

【新美座長】  ありがとうございます。ほかにまだあろうかと思いますが、ちょっと次

の議題もありますので、これくらいで……。 

【黒坂構成員】  １ついいですか。 

【新美座長】  じゃあ、黒坂構成員。 

【黒坂構成員】  すみません。盛り上がったところで、今と違う話を１つだけ。意見に

近いことなんですが、先ほども触れました２４ページ目の既往契約について、ご説明いた

だいた内容がおそらく行政的にもできる最大限かなというふうに感じながら拝読しており

ます。ただ、先ほど違約金ゼロという極論を申し上げましたが、それにも若干絡むところ

はあるんですけれども、現在移行期にある中で、下手をすると現状のままの違約金や４年

縛りを残した契約が、改正法施行日の前日に結ばれてしまうかもしれないというような、

ＮＴＴドコモさんが前回おっしゃっていたことの趣旨というのは私も共感しているところ

もございます。 

 ですので、ここに書いていただいたものが多分ぎりぎりのことだと思うんですけど、「新

たな料金プランの積極的な周知等を求める」であるとか、「このほか」に続く「必要な措置

を検討」という、その次のパラグラフのところですが、ここはぜひ積極的に行政として取

り組んでいただきたいと思うのと同時に、それを推進するという意味で、こういうことが



 -29- 

あり得ますよ、こういう行政としての対応というのがあり得ますよということを例示して

いただいたり説明いただいたりというようなことが、特に対事業者に対して必要なのでは

ないかと思っております。ここは意見として期待しますという言い方にしかなりませんが、

今後の事業者との向かい合いでのコミュニケーションの中でぜひ強調していただきたいと

思います。 

【新美座長】  ありがとうございます。これは大事な問題。どうぞ。 

【西村（真）構成員】  既往契約のところで、消費生活相談で来そうだなと思うのは、

ずっとこれを契約してきたんだけれども、新しいサービスのほうはあまり得でなくなるの

で継続したいという、何で継続できないんだというクレームが予想できます。ドコモさん

が先ほどおっしゃっていた一定の経過期間内は認めるという形が法律的には望ましいのか

なと思っています。これがどうなるのかってすごく不安に思っているので、この辺につい

てわかりやすい運用というのをお願いしたいと思っています。 

【長田構成員】  この件はもう一つの考え……、西村構成員がおっしゃったようなケー

スもあると思うんですけれども、例えば今、ドコモさんの新プランに契約をした人は解約

金９,５００円。だけど１０月１日以降だと、同じプランで解約金だけ１,０００円に変わ

るという場合は、６月、７月、８月、９月に契約した人も１,０００円に、というか、その

新しいのにすべきではないかなと私は思っていますこの「必要な措置を検討」のところに

は、ぜひそこは考えを入れていただきたいなと、同じプランであった場合は、そこは変更

を認めるという事例に、例に挙げておいていただきたいと思います。 

【新美座長】  今のところは法律論的には非常に難しいというふうに思います。不利益

変更になるのでまずいと思うので、むしろ、例えば９,５００円なら９,５００円の損害額

がおかしいということで個別に訴訟を多発させるというくらいしかないんじゃないかと思

います。法律論からいくと、新たに出た法律が合理的だというと、古いほうは合理性がな

いと。裁判所ならそれはできるんです、契約の解釈として。ところが、立法でそれをやる

となると、法律上のルールとしてはアウトになる可能性は高いと。 

【長田構成員】  それをキャリアが判断して変えてもだめなんですか。 

【新美座長】  キャリアの判断で自主的にやる分には構わない。 

【長田構成員】  だから、その自主的な対応をやっぱり求めていきたいと。 

【新美座長】  これはあくまでもお願いベースということになると思います。 

【長田構成員】  それは可能、やっても別に、キャリアとして自主的にやってもいいん
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だという例示に挙げていただく。 

【新美座長】  それは、はい。じゃあ、横田構成員。 

【横田構成員】  要するに、委任立法として委任されているのは１０月１日以降ルール

を変更してもよいという権限までなので、それ以上のことを無理強いでお願いすると、今

度は総務省が憲法４１条違反になってしまうので、その辺はかなり慎重にやらなければい

けないというご趣旨だと思います。 

【新美座長】  この問題はまだ、今日ご議論いただきましたが、もう一回、最終的に議

論させていただきますので、これくらいにしたいと思います。議論していると一晩ぐらい

かかっても片づかないと思いますが、次の議題に移りたいと思います。資料５について説

明をお願いします。 

【梅村消費者行政第一課長】  それでは資料５をお願いいたします。利用者利益の保護

に向けた制度整備（案）でございます。 

 １ページおめくりいただいて目次でございます。１つ目が電気通信事業者及び販売代理

店に対する禁止行為の関係、２つ目が販売代理店の届出制度の関係の方向性でございます。 

 まず３ページでございまして、電気通信事業者及び販売代理店に対する禁止行為の関係

です。上の丸のところにございますように、電気通信役務の提供に関する契約の締結の勧

誘に先立って自己の氏名若しくは名称又は当該契約の締結の勧誘である旨を告げずに勧誘

する行為の禁止について、今回の法改正で規律されたところでございます。電気通信役務

のところに※１を振っておりますけれども、ここでいう電気通信役務は事業法第２６条第

１項各号の電気通信役務、ここにありますような携帯電話端末サービス、ケーブルテレビ

アクセスサービス、ＦＴＴＨアクセスサービスといった、いわゆる説明義務がかかってい

る役務のことでございます。上に戻っていただきまして、省令で定める適用除外は、販売

形態ごとにそれぞれ次のとおりとしてはどうかと考えるところでございます。 

 １つ目、店舗販売の場合でございますが、こちらにつきましては、自己の氏名名称につ

いては明らかであるため告げる必要はないのではないかと、適用除外としていいのではな

いかということでございます。米印に付しておりますが、ここで言う店舗につきましては、

商業施設内の一部などに出店する仮設の販売ブースなどの一時的な店舗も含めてよいのか

と考えているところでございます。こちらの考え方につきましては、一時的な店舗であり

ましても、事業者あるいは代理店の提供条件の説明義務というのはかかっておりまして、

また、代理店の名前もそこで説明をすることになってございます。今回のこの勧誘の禁止
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行為の規律というのは、勧誘に先立って名前を告げること、勧誘であることを告げること

でございます。これは、いわゆる光コラボなど電話勧誘における大手通信事業者と主体を

誤認させるような勧誘トラブルが多かったということを踏まえてのものでございますので、

一時的な店舗でございましても、例えば、のぼりであったり、はっぴであったり、名称等

が電話勧誘と比べれば明確になっており、誤認しにくいのではないかということで、米印

のようにしてもよいのではないかというものです。 

 ２つ目の※でございますが、勧誘である旨につきましては、利用者が認識できているか

明らかでない場合もあるため告げる必要があると考えているところでございます。 

 ２つ目のポツでございますが、電話勧誘、訪問販売、通信販売、すなわち店舗販売以外

の場合でございます。こちらにつきましては、別件に引き続いて勧誘を行う場合で、既に

自己の氏名・名称を告げており、利用者が既に認識できている場合には、改めて告げる必

要はないのではないかと整理しているところでございます。すなわち、※にございますよ

うに、これ以外の場合、つまり初回での勧誘、あるいは別件で名前を告げていないような

場合につきましては、当然、名前を告げる必要があるということでございます。 

 また、※の２つ目でございます。勧誘である旨については、当然こちらも利用者が認識

できているか明らかでない場合もあるため告げる必要があると考えるところでございます。 

 最後の注のところに書いてございますが、法人契約は適用除外としないということで整

理したいと考えております。論点の説明資料の際に、不実告知の禁止につきましても法人

の契約も対象となっているということがございましたけれども、そういったものと並びで

考えているところでございます。 

 今申し上げましたことを表にしたのが下の図でございまして、ご覧いただければと思い

ます。※のところに、小さい文字で恐縮ですが、付記させていただいたことを少し紹介い

たしますと、※２でございます。勧誘である旨につきましては、必ずしも勧誘という用語

を用いる必要はなく、勧誘であることが伝わればよいと考えておりまして、具体的な話法

につきましては、別途消費者保護ガイドラインなどで他法令などの状況も参考に整理を行

いたいと考えております。 

 また、※３でございますが、販売代理店が勧誘を行う場合には、販売代理店の氏名・名

称及び勧誘である旨のほか、勧誘する電気通信役務を提供する電気通信事業者の氏名名称

を告げる必要もございます。この店舗販売の場合でも、販売代理店が複数の電気通信事業

者の役務を取り扱う場合が想定されることから、こちらについては省令で適用除外とする
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ことは考えていないところでございます。 

 また、※４でございますが、利用者の希望に応じた対応を行う場合につきましては勧誘

に当たらないため、解釈上当然に本規定の適用対象外となると考えます。例えばショップ

に足を運んでスマホの契約を申し込みたいんですとお客様がおっしゃった場合、これは既

に勧誘の段階を超えて契約に向けた説明をショップの方がやられるわけで、そこで勧誘で

ありますという旨を述べる必要はないだろうと、そういったことでございます。 

 「また」以下は、オンラインのキャンペーンなどで、特定の利用者に対して契約の締結

に向けた働きかけを行わないものについても勧誘に該当しないため、解釈上当然に本規定

の適用対象外となるということです。いわゆる広告的なもの、不特定多数に送っているよ

うなものにつきましては勧誘に該当しないということで、そもそも法律の適用対象外だと

いうことを付記させていただいております。 

 続きまして４ページでございます。（２）利用者の利益の保護のため支障を生ずるおそれ

がある行為、こちらについては省令において定めることにより禁止される行為でございま

すが、現時点では定めず、今後課題が顕在化した際に措置をさせていただくことで方向と

したいと考えております。今後、私ども、年２回程度モニタリング定期会合を開催してお

り、そこでは苦情相談分析などを行っておりますが、そういった状況をしっかりと注視し

てまいりたいと考えております。 

 ５ページでございます。販売代理店の届出制度の関係で、（１）届出制度を通じて把握す

る事項でございます。これは、販売代理店に関する情報につきましては、２つに分けて考

えており、１つ目が、販売代理店たる法人又は個人を特定するための情報、業務の概要を

把握するための情報につきましては、届出により取得をしたいと考えております。 

 加えて、販売代理店の店舗の情報など、より詳細な情報につきましては、報告規則を設

けまして、これに基づく報告を年１回いただくこととして、それによって取得をしたいと

考えてございます。 

 下の表にありますように、１の販売代理店たる法人、個人を特定するための情報につい

ては、左側にあります届出ということで、法定事項としては、１から４の販売代理店たる

法人又は個人の名称・住所、通信サービスの事業者の名称・住所、委託元の名称・住所、

取り扱う通信サービスの区分、これらは法定で決められておりますが、これに加えて、⑤

販売形態の別、⑥再委託の有無、そして⑦又は①～③の者の法人番号を把握させていただ

きたいと考えております。 
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 また、右にございます報告事項でございますが、①店舗の数、名称、所在地、②再委託

先の氏名又は名称、住所、法人番号につきましては、年１回の把握としたいと考えており

ます。 

 下の米印にございますが、左側の部分の届出事項につきましては、変更が生じた場合は、

遅滞なく変更届を提出することが必要ということになりまして、右側の報告につきまして

は、年１回の定期的な把握ということで考えてございます。 

 ６ページにまいりまして、届出制度の活用方策等でございます。届出制度導入にあわせ

まして、２つの制度を整備したいと考えております。 

 ①が、販売代理店の届出義務の履行を確保するための措置としまして、電気通信事業者

に、指導等措置義務の一環として、販売代理店が届出を行ったかどうかの確認、届出を行

っていない場合に遵守させることを求めたいと考えております。 

 ②でございますが、届出制度の活用方策につきまして、（１）でございますが、総務省の

ホームページにおいて、届出を行った販売代理店の名称、届出番号、届出年月日、取り扱

う通信サービスの区分、法人番号につきまして公表したいと考えております。こちらにつ

きましては、下の真ん中の図のところにございますが、事業者から見ても、委託先に確認

するとともに、こういった公表情報によって届出済みか確認も可能ですし、利用者にとっ

てみても、勧誘された代理店が届出済みかといったものが確認できるということでござい

ます。 

 また、②の（２）にまいりまして、苦情・相談の原因となった販売代理店の特定を容易

とするとともに、届出義務の履行を促進するため、提供条件の説明に用いる書面に届出番

号を記載する義務を設けるということとしたいと考えております。こちらにつきましては、

右の下にイメージがございますが、現在、説明書面につきましては、販売代理店の名称で

すとか、連絡先等を記載していただくことになっておりますが、そこに届出番号も新たに

記載をしていただくということで考えてございます。 

 米のところにございますが、記載の方法としては、印字に限らず、スタンプ、手書き等

の方法も考えられるかと思っております。また、利用者に必ず手交する書面のいずれかに

記載すれば足りるということを消費者保護ガイドライン等で明示をしたいと考えていると

ころでございます。 

 また、併せまして、枠囲みの一番下の米でございますが、電気通信事業者が、販売代理

店を利用せずに提供条件の説明を直接行う場合に、同様の義務を課す、すなわち電気通信
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事業者の届出番号や登録番号を記載するといったところも義務として課すこととしたいと

考えてございます。 

 最後に、真ん中の下の米のところでございまして、前回の議論で、個人の販売代理店の

情報につきまして議論があったところでございます。こちらにつきましては、行政機関の

保有する個人情報の保護に関する法律におきまして、行政機関は、個人情報を取得すると

きは、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならないとされているこ

とを踏まえまして、届出の様式に公表の旨、公表内容及び公表目的を記載することとした

い、これによって、個人の販売代理の２の（１）にありました情報につきましても、公表

するようにしたいと考えてございます。こちらにつきましては、この法の所管でございま

す行政管理局にも確認をとっているところでございます。 

 説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

【新美座長】  どうもありがとうございます。 

 それでは、ただいま説明がございました。利用者利益の保護に向けた制度整備（案）に

つきまして、ご意見、ご質問ございましたら、ご発言をお願いします。では、石田構成員、

お願いします。 

【石田構成員】  届出制度の活用方策のところなんですけれども、届出情報の公表のと

ころで、公表される内容が、名称と届出番号と届出年月日と取り扱う通信サービスの区分

となっておりまして、例えば、その代理店がどこの電気通信事業者の代理店かということ

は公表にはならないみたいなんです。例えば、契約して初期の段階で、名前はわかってい

るけれども、一体どこの代理店なのかということがわからないということになるかと思い

ますので、①のところに、電気通信事業者に対して、指導措置等の義務の一環として、販

売代理店が届出を行ったかどうかの確認を求めるとなっておりますので、電気通信事業者

に対しては、自分のところの代理店を全て把握しておいていただきたいと思いました。 

【新美座長】  それは、ご意見としておっしゃっていただいたということでよろしいで

すか。その辺、何かありましたら。 

【梅村消費者行政第一課長】  よろしいでしょうか。実は、電気通信事業者の指導等措

置義務というのは、１次代理店も２次代理店も含めまして、事業者に確認することが必要

となっておりますので、そこは、事業者の義務として、そういったところをしっかり把握

するということは必要なことと考えております。 

【新美座長】  ありがとうございます。じゃ、横田構成員、どうぞ。 
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【横田構成員】  今のに派生して確認ですが、公表するところと、１つ前のスライドの

届出内容の対応関係を確認しておきたいんですが、法定事項である①のうちの名称が公表

対象であり、また、②は公表されない、③委託元の名称情報、住所も公表されない、④が

公表される、そして、届出によって付された届出番号が公表され、また、法人番号、これ、

省令事項として出された７のほうですかね、そのうち、①に相当する個人番号は公表され

る、そのような理解でよろしいですか。 

【新美座長】  いかがでしょうか。 

【梅村消費者行政第一課長】  その理解で結構でございます。 

【横田構成員】  そうしますと、石田構成員のご質問にかぶせる形で申し上げますと、

この事業者は確かに届け出をしているらしいと、Ａ事業者の代理店としてやってきたけれ

ども、ほんとうだろうかというチェックは、この公表事項からできないということでよろ

しいでしょうか。 

【梅村消費者行政第一課長】  公表の範囲をいろいろ検討しているんですけれども、利

用者にとって、まず、この代理店というのは存在するのかとか、どういう種類のサービス

を行っているかというところが最低限わかることが必要と思っています。もちろん、委託

元とかいろんな情報もあれば利用できる部分はあるんですが、一方で、事業者にとってど

ういうところと契約しているかという内容については、一部センシティブなところもある

やに聞いておりまして、少なくとも、まずは通信サービスの区分を把握できるようにする

ことと、あと、もちろん、通信サービスの事業者名というのは当然利用者側でも把握でき

ますので、そういったところから追っかけることができればと考えております。 

【横田構成員】  ということは、ちょっと意地悪な質問をしますと、Ａ社との委託関係

で勧誘してきたんだけれども、Ａ社だとなかなか契約がとれない、Ｂ社の委託も実は受け

るようになっているが、それはＡ社にばれたくないというような場合、あるいは、そうい

う乗りかえ等が発生した場合に、Ａ社、Ｂ社との関係で代理店が不利益にならないように

という配慮があるということなのかなと今伺っておりましたが、ほんとうにこれでいいん

でしょうかということを消費者団体の方に聞いてみたいんですけれども。 

【新美座長】  じゃ、長田構成員、どうぞ。 

【長田構成員】  こういう勧誘の大きな問題は、今、例えばですよ、契約しているＮＴ

Ｔの契約に関してみたいなことを言いながら、会社名もおっしゃっているわけですよ。覚

えられない会社名を言われたんだけど、話の中で、今の光回線のことなんか話しながらと
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やっているうちに、自分では、自分の今契約しているところの新しいサービスプランがで

きたので、それを勧誘されているのかなと思って契約してみたら、全然違うところでした

という相談は多いですよね、石田構成員、と振るわけですけれども。そういうことを確認

するためには、どこの通信事業者の代理店として仕事をしているのかというのが、公表で

きないセンシティブなものというのがまずわからなくて、何かそこに配慮しなければいけ

ない理由が全然腑に落ちませんので、もう少し丁寧にご説明いただきたいと思いますし、

できれば販売代理店なんだから、どこの代理店なのかというのは公表すべきだと思います。 

【新美座長】  その点はどうですか。ご意見として。 

【梅村消費者行政第一課長】  まず、販売代理店の必要最低限の情報を把握するという

届出の趣旨の中で、どこまで把握するかというところで、私どもいろいろ情報は把握して、

行政として相談があった場合の対応などはしていけるようにということが１つでございま

す。 

 届出番号の表示も説明書面等々で確認できるようにして、例えば、いろいろトラブルが

あったときの苦情相談であったり、そういったところで消費生活センター、あるいは総務

省への相談があったときに、こういった情報でどういった代理店についてのトラブル、苦

情があるかというところも突き合わせられると思っているところでございます。 

 公表につきましては、プラスアルファとして考えておりまして、こちらは委託先が届出

をしているかと、事業者の確認の意味もありますし、利用者が、まず、勧誘されたところ

がそういった届出をしているのかを確認できる意味もあります。また、届出を出すインセ

ンティブといいますか、非常に多くの販売代理店がいる中で、しっかり届出を出すインセ

ンティブを与える意味もありまして、今回、届出をした販売代理店に規律がかかるという

制度になっておりますことから、そういった意味を含めて一定程度の公表をしようとした

ところでございます。 

 公表の範囲は、事業者さんにいろいろ聞くところによると、どこと契約しているかとい

うところが、そういったところを全部明らかにするのはどうかということを一部から把握

したものですから、そういった対応が必要と考えたところでございます。 

【新美座長】  じゃ、市川構成員、お願いします。 

【市川構成員】  立法に至る前のときに、今のところについて私もお話ししたことがあ

って、結局、今回は、代理店を直接的に対象にすることにして、それを何とか、省令から

先のレベルで今、一生懸命、電気通信事業者の責任がそもそもあったはずだけど、その限
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界点はどの辺にあるかという話だというふうに、今、形としてはそうなっていると受け止

めています。ですので、逆に今ご説明があったように、エンフォースメントというか、把

握し続けることが大変だろうなということをものすごく心配しておりまして、聞いている

限りでも、２次、３次の代理店があっちに行った、こっちに移ったみたいなことで、どん

どん事実が変わってくるということも伺っておりますので、今回のように整理していただ

くと、それを放置しているのは、少なくとも代理店に契約している元の方々なのですから、

そこから引っ張っていって、多分、今お話があったような内容にあまり踏み込まないうち

に済んでいればいいと思っております。もしそれで直らないのであれば、これはさらに規

律を拡充しないとだめだ、あるいは法改正が要るというのであれば要るのだという話の順

番になるような感じかなというふうに認識しております、というコメントです。 

【新美座長】  コメントということで。横田構成員、どうぞ。 

【横田構成員】  ちょっと意地悪な言い方をしましたけれども、多分、そういう配慮が

あるということを正面から書いてしまったほうがよいような気がしていて、というのは、

今回は、とにかく届け出てもらわないとどうしようもない仕組みなので、届出のためのハ

ードルをまず下げるというのは、１つ理由にはなると思うんです。逆に、全ての契約ネッ

トワークを明らかにしてくださいというと届け出ない、無届け事業者が増えてしまうおそ

れがあるという、これは廃棄物処理とかの現場でも、許可制を厳しくすると無許可営業を

やられてしまうというのはよくある話なのでわからなくもないと。ただ、そうなると、実

際に問題が起きたときに、総務省、何とかしてくださいというような、届出番号を付した

この代理店よくわかりませんという通報が増える可能性は十分にありまして、そのときの

エンフォースメントはぜひ頑張ってくださいというか、よろしくお願いしますということ

になりますけれども、そういうルートで解決するという趣旨のたてつけなんだということ

は、これ、次にオープンするときに、ネットワークが明らかになることを懸念していると

いうのは、それをそこまで公表してしまうと、結局、届出制度うまくいかないかもしれな

いというふうに正面から言ってしまったほうがいいのかなというのが個人的な意見です。 

【新美座長】  ありがとうございました。それでは、どうぞ。 

【梅村消費者行政第一課長】  言葉足らずで申しわけございません。 

 今回、公表するというのは、法律に根拠がある公表ではなくて、それをあえて今回公表

させていただこうということで、慎重に考える必要があるなという対応も１つの理由でご

ざいます。それは、どこまでやれるのかというのは、また検討してまいりたいと思います。 
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 また、市川先生おっしゃったように、実は運用側のことも考えていまして、今挙げてい

る公表の範囲ですと、それほど多く変動はない情報でして、それでも最低限の確認ができ

ます。一方で、例えば、代理店が扱う通信サービスの事業者の変更があったときとかとい

うのは、届出としては変更届を出してくるわけですけれども、それを逐一総務省のホーム

ページに反映していくということが必要になります。そこら辺の事務的なところも踏まえ

ましてこの案としているというのが現状でございますが、もう少しよく考えてみたいと思

います。 

【新美座長】  それでは、今の言った点は、今後どうなるか、もう少し実行可能性も踏

まえた上で検討していただくということで、ほかにございませんでしょうか。では、黒坂

構成員、最後にします。 

【黒坂構成員】  すみません。長くならないようにします。と言いつつ３点ございます

が。 

 ５ページ目、届出の事項の話で、今の横田構成員からの問題提起とも若干関係するかも

しれないのですが、販売代理店、特に小規模な事業者であるとかが、Ｍ＆Ａなども含めて

事業継承されたというような情報を把握することが、この省令事項の中で追記していただ

くような形で可能なのか。これは、公開していただく必要は全くない情報だと思うんです

が、ということが１つ。 

 これももちろん事務的な手続の煩雑さとも関係するんですけれども、若干ネガティブな

考えを持ってしまいますと、こういった何か悪さをしてしまったような、あるいはちょっ

と後ろめたい人たちが、Ｍ＆Ａであるとか事業継承の形を通じてロンダリングしていくと

いうようなことというのは考えられるかなと。できる限りそれを追いかけ続けるようなエ

ンフォースメントというのが可能であれば望ましいというふうに思います。 

 なおかつ、省令事項といっても、そう簡単にどんどん追加しますということはできない

というふうに考えれば、この場で、最終的には事務量との比較で検討していただくことだ

と思いますけれども、ご一考いただくというのは１つあるのかと思っております。 

 あと、もう一つ同じページで一番下の※のところで、遅滞なく変更届出をというところ

が、「遅滞なく」ではなく１カ月以内であるとか、２カ月以内であるとか、と具体的に示す

ことが可能なのか。可能だとしたら、そういったほうが、よりこの届出は大事なものなん

だよと、ちゃんと従っていただきますよというようなことのメッセージになるかなと思い

ますので、そういったことをご検討いただけるだろうかということであります。 
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 ３点目が６ページ目、これはもう単純な意見であり、希望でもありますし、実際には、

省令の中に書くということではなく、運用の中で対応していただくということだと思いま

すが、届出番号の表示のところです。おそらく、今回、届出制を導入することによって、

届出番号が一種の、いわゆるトラストのようなものに多分なっていくのだろうと、それが

期待されるということも考えられますので、だとすると、トラストの堅牢性を担保するた

めにスタンプ、手書きというのは若干緩いところがあるかもしれないなと以前から懸念し

ておりまして、対応可能な事業者から、例えば、実際に印字していただくだとか、カタロ

グに記載していただくだとか、そういった運用方法というのを推奨することは可能でしょ

うか。もちろん最初の数カ月であるとかは難しいとは思いますが、順次運用をより確実的

なものに高めていくというような取り組みを引き続き検討いただけるとありがたいなと思

っております。 

 以上です。 

【新美座長】  ありがとうございます。何か事務局のほうで今のコメントについて、答

えることがあったら、どうぞ。 

【梅村消費者行政第一課長】  事業の承継の関係につきましては、これは届出が必要に

なってまいりますので、そういったところで把握をしてまいりたいと思います。 

 あと、遅滞なく変更届というのは、他の立法例も踏まえてこういう記述になっておりま

すが、どのぐらいの範囲でというところが、具体的に消費者保護ガイドラインなどに書け

るかどうかというのは、他の例を見ながら検討したいと思います。 

 また、届出番号の表示につきましては、今の資料の６ページの右下にありますように、

実は、説明書面、交付した書面で説明するという義務の中でも、代理店の名称ですとか、

連絡先といったものが書いてありますが、それは、一部では印字ではなく判子とかで、そ

こも認めている現状もございます。ですので、もちろんそこがあまり信頼性に足らないよ

うに見えるものはよくないと思いますけれども、そういった推奨までできるのかどうか含

めて消費者保護ガイドライン等々での書き方を考えたいと思います。 

【新美座長】  ありがとうございました。じゃ、最後、勢いがよかったから、北さん。 

【北構成員】  前半の話のほうでもよろしいですか。 

【新美座長】  最後に、はい。 

【北構成員】  ２点ありまして、３ページに、２年目を目途に、これはこちらのほうの

資料じゃなくて……。 
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【新美座長】  資料４ですか。 

【北構成員】  資料４のほうです。２年目を目途にと書いてあって、これは、心意気と

いうことだと思いますが、既にこんな情報がマスコミに漏れていること自体がおかしいの

ですが、２年間の時限的な措置なのではないかという勘違いがひとり歩きしています。こ

の表現だと、おそらく韓国が３年の時限立法だったから、そこから類推して、２年の時限

的措置なのかと思われてしまう。2 年を目途に、という文言は無くても、一番下に、毎年

しっかり検証して云々って書いてあるので、これで十分なのではないか、あるいは、そう

いう勘違いをされないような表現にしていただきたい、というのが１点。 

 それから、１５ページで、非常に残念なことに、在庫端末の扱いが空白になっています。

ここが次の非常に大きな論点で、２万円とか３万円という上限になった場合、では在庫端

末の定義を緩めてくれという話に絶対になります。２万円、３万円という議論と在庫端末

の扱いは、ペアで考えないといけない話なのです。次回会合で出てきて、そこで議論する

というのも厳しいと思いますので、事前に考え方を伺えたらいいなと思います。 

 以上でございます。 

【新美座長】  それでは、今の点、非常に重要な点ですので、ぜひ、次回までに仮案で

も中間案でもいいですから、わかり次第、コメントを求めるようにしていただけたらと思

います。 

【大村料金サービス課長】  在庫端末の扱いについては、今回は、一定の例外を措置と

書くだけで、具体的な案がなくて失礼しました。在庫端末についても規律が緩まないよう

にというご趣旨だと思うのですが、案を準備して、ご指摘のとおり、できる限り事前に構

成員の皆様にご相談した上で、次回資料を出せるようにしたいと思いますので、よろしく

お願いいたします。 

【新美座長】  それでは、非常に熱心にご議論いただきましたけれども、時間ももう１

０分以上過ぎておりますので、議論はこれくらいにしたいと思います。 

 では、最後に、事務局から連絡事項がございましたら、よろしくお願いします。 

【仲田料金サービス課課長補佐】  次回、合同会合は６月１８日火曜日、１０時から開

催する予定です。なお、場所につきましては、総務省外の会議室で開催する方向で調整し

ておりますので、決まり次第、事務局からご案内差し上げます。 

 また、冒頭申し上げましたが、配付しております資料４につきましては、会議終了後に

事務局にて回収させていただきますので、お席に残していただきますよう、ご理解のほど
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よろしくお願いいたします。 

 事務局からは以上でございます。 

【新美座長】  ありがとうございました。 

 では、ちょうど１週間後に会議があるということですので、よろしくお願いしたいと思

います。 

 以上をもちまして、本日の議事は全て終了しました。非常に熱心なご議論をいただきま

して、大変ありがとうございます。随分深まった議論になったと思います。来週、ぜひ、

またよろしくお願いしたいと思います。本日はどうもありがとうございました。 

 

以上 


